
発明推進協会の本

令和７年４月１日から施行される知的財産権法令・条約等を収録！

令和６年改正知的財産権法文集令和７年４月１日施行版
発明推進協会 編 A６判 全1440頁 定価3,630円（本体3,300円）

2025年４月４日発行 ISBN978-4-8271-1414-0

本書は、政令や省令を省略して知的財産権に係る法律及び関連する一部条約を記載し

た携帯に便利な法規集です。「不正競争防止法等の一部を改正する法律」（令和5年法律

第51号）、「著作権法の一部を改正する法律」（令和5年法律第33号）等の改正に

おいて、令和７年４月１日から施行される条文（未施行の条文は点線囲み）を本文

に組み込んでいます。

スタートアップ・中小企業・大学等の知財に関する手引書の決定版！

知的財産管理＆戦略ハンドブック第３版
杉光一成／加藤浩一郎 編・著 A５判 全356頁

定価3,410円（本体3,100円）2025年４月18日発行

ISBN978-4-8271-1412-6

本書は、知的財産部のない企業や大学等における知財担当者、知財に興味のある方

（発明者、経営者等）を対象とした知財に関する法律とその管理・戦略実務の手引書です。

外部の弁理士等、知財の専門家を活用する視点も含め、様々な知財実務の場面に応じて

テーマ別に記載しており、調べたいテーマを選んで読めば、すぐにその内容を実践できるこ

とが特徴です。第３版では、近年注目されている知財戦略に関する内容を大幅に拡充し、

AI関連や法改正等にも対応するなど、全体的に内容を見直しました。

米国の重要判例から自明性（Obvious）の歴史をひもとく！

自明性に関する米国特許重要判例
佐々木眞人 著 A５判 全376頁 定価3,300円（本体3,000円）

2025年４月21日発行 ISBN978-4-8271-1418-8

米国における特許要件の一つに「自明性」があります。これが米国特許法に規定された

のは1952年ですが、それ以前の裁判においても自明性に相当する要件の判断は下され

ていました。本書は、自明性に関する重要判例を時系列で整理し、自明性（103条）の立法

化に至る経緯や、立法化後に裁判所がどのような判断を下してきたのか、分かりやすく解

説しています。また、米国特許審査便覧（MPEP）で紹介されている103条の理論的根拠

や判例にも言及しています。米国の「自明性」に特化し、その理解を深める一冊です。

産業財産権標準テキストに代わる知財初学者の新たなスタンダード

知的財産権スターターガイド
（特許、実用新案、意匠、商標、著作権）
中川淨宗 著 B５判 全180頁 定価1,320円（本体1,200円）

2025年６月２日発行予定 ISBN978-4-8271-1416-4

本書は、知的財産権の初学者のためのガイドブックであり、『産業財産権標準テキスト

総合編』の後継となる書籍です。楽しみながら知的財産の基本を学んでいただけるよう、

豊富なイラストを掲載すると同時に一貫性のあるストーリー仕立てになっています。弁理士

の深知花所長が代表を務める愛飛知財探偵事務所を舞台に、数々の知的財産の謎を解

き明かしていきます。皆さんが本書を読み終わったとき、これまで疑問に感じていた知的財

産の謎はスッキリと解決していることでしょう。
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ご購入のお申し込み ➡ FAX 03-5512-7567
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知的財産権スターターガイド
（特許、実用新案、意匠、商標、著作権）

1,320円 360円

自明性に関する米国特許重要判例 3,300円 360円

知的財産管理＆戦略ハンドブック 第３版 3,410円 360円

令和６年改正 知的財産権法文集
令和７年４月１日施行版

3,630円 360円

標準必須特許ハンドブック第３版 3,960円 360円
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◆お問い合わせ先◆
一般社団法人発明推進協会

◆申し込み等：市場開発チーム

TEL  03-3502-5491 FAX 03-5512-7567

E-mail booksupport@jiii.or.jp

◆書籍の内容：出版チーム TEL 03-3502-5433

◆発明推進協会のHPから書籍のご注文をいただいた場合、

「ネット限定サービス」として送料は全国一律の215円！

合計で3,000円以上のお買い上げの場合は送料無料！

https://www.jiii.or.jp ➡「発明推進協会の本」をclick！

※2025年６月初旬より、「発明推進協会ブックストア」にリニューアル

する予定です。

◆お客さま情報◆
※以下の【個人情報の取扱い】に同意した上でご連絡ください。

申込日 年 月 日

種 別 □一般 □会員 （ 発明協会）

□知的財産情報メンバーズ
※いずれかに ✓ してください。

※会員の方はどちらの発明協会か、都道府県をご記入ください。

※会員・メンバーズ特典：書籍の定価の「２割引き！」
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ニッポンのモノづくりと知財部を応援する月刊「発明」
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発明 ５月号 A４変形判 定価980円（年間購読料10,500円／送料込み）

Special Reports 知財・無形資産ガバナンスに向けて

2023年に公表された「知財・無形資産ガバナンスガイドラインVer. 2.0」をはじめ、近年、

さまざまな場面で日本企業に「知財・無形資産ガバナンス」を普及・定着させようという動き

が見られる。今回は「知財で日本を元気に」を合言葉に知財・無形資産ガバナンスによる企

業等の価値向上を目指して活動する知財・無形資産ガバナンス協会（IPIAGA）の代表理

事のお三方に話を伺い、今なぜ知財・無形資産ガバナンスが必要とされているのか、そして

企業が知財や無形資産に関する取り組みを通じて持続的に成長していくために、知財部門

はどのような役割を果たしていくべきかを考えてみたい。

◆第83回全日本学生児童発明くふう展・第47回未来の科学の

夢絵画展

◆イノベーションの軌跡

◆WIPO日本事務所の取り組み－「Show and Tell」特集－

◆バックパッカー弁理士の知財旅

◆知財コソコソ噂話

◆特許よもやま話

◆知的財産権判例ニュース

◆知財部さん、いらっしゃ～い。

◆アセアン知財事情

◆米国特許技術論争の論点整理

◆判例評釈

◆新しいタイプの商標等と需要者アンケート

【本申込書で提供いただく個人情報の取扱いについて】

１． 事業者の名称：一般社団法人発明推進協会

２．個人情報の保護管理者：総務グループ 部長 連絡先：℡ 03-3502-5422

３．個人情報の利用目的：注文内容確認、請求書発送、入金確認、商品発送

４．個人情報の取扱いの委託：当協会は前項利用目的の範囲に限って個人情報の取扱いを外部に委託することがあります。その際は個人情報保護水準の

高い委託先を選定し、個人情報の適正管理・機密保持についての契約を交わし、適切な管理を実施させます。

５．個人情報の開示等の請求：申込者本人は当協会への個人情報の開示等に関し、下記窓口に申し出ることができます。その際、当協会は本人確認をさせ

ていただいた上で、合理的な期間内に対応いたします。

お問合せ窓口：一般社団法人発明推進協会 総務グループ 総務チーム 〒105－0001 東京都港区虎ノ門2-9-1 虎ノ門ヒルズ 江戸見坂テラス

℡ 03-3502-5422（受付時間 9:00～17:00） 電子メール：soumu01@jiii.or.jp

６．個人情報提供の任意性：情報提供は任意ですが、必要な情報を御提供いただけない場合、対応できないことがあるので、あらかじめ御了承ください。


